
施策評価シート

１　施策基本情報

基本政策間連携
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基本政策間連携

施
策
の
柱
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名
称

主管課

詳
細

まちづくりの目標指標 指標の説明（単位） 計画策定時 柱を構成する主要事務事業 区分2027年度目標値

1
1

3
5

6

1 小中学校施設管理事業 実施

3.00 2 小中学校施設整備事業 実施

2
学校トイレの洋式化率
の増

第一次茅野市小中学校管理計画
に基づく学校トイレの洋式化率
（％）

36.30
50.00 3 永明小中学校建設事業 実施

50.00 4

0.00

施
策
の
体
系

施
策
の
柱
1

基本政策間連携 7 心の教育事業 実施

施
策
の
柱
2

名
称

小中学校の学習環境の充実 主管課 学校教育課

詳
細

児童生徒が安心して学習できるような学習環境を整え、学校運営に支障が無いよう施設整備を行います。また、第１次茅野市小
中学校管理計画に基づき、学校施設の建替、リノベーション等を計画的に進めます。

まちづくりの目標指標 指標の説明（単位） 計画策定時 柱を構成する主要事務事業 区分
2027年度目標値

1
建替・リノベーション実
施校数の増

建替又はリノベーションが完成し
た学校数（校）

0.00

2022年度目標値

指標の説明（単位）

学校生活に満足している児童生徒数/全児童生徒数(%)

教職員の月平均時間外勤務時間(時間)

第一次茅野市小中学校管理計画に基づく学校トイレの洋
式化率（％）

2022年度目標値
2027年度目標値

学校教育課

「生きる力」を育むことを目指し、思考力、判断力、表現力などの確かな学力を育む教育、豊かな心や健やかな身体を育む教育を
進めます。読書・図書館教育を全ての教育活動の基盤とし、縄文科教育、心の教育、外国語活動・英語教育、ＩＣＴ教育、食育等の
茅野市教育の特色を活かし、子どもたちの発達の課題に基づき、小中学校で共通の授業観に立った学びを通じ小中一貫教育を
推進します。

3

2022年度目標値

6

5

施策等名称 学校教育の充実
体系番号 0201010103
主管課 学校教育課

①

現状と課題

施設老朽化への対応
使える英語習得のための仕組みの構築
ICT教育推進のための設備等の整備
地域と一体となった学校運営
教職員業務改善（多忙化解消）
子どもたちの発達の課題への対応　等

めざす将来像
（あるべき姿、基本的

な考え方）

子どもたちの確かな学力、豊かな心及び健やかな身体を育むため、幼保小連携教育に引き続き小中一貫教育を推進す
る中で、学校、家庭及び地域が一体となったコミュニティスクールを中核とした学校運営に取り組みます。また、子どもたち
や地域のために安全安心な教育環境の整備に努めます。

施
策
指
標

②

③

計画策定時

95.00

指標名称

児童生徒の学校に対する満足度
95.00

45.00

45.00

50.00
50.00

87.00

57.03

36.00

教職員の月平均時間外勤務時間の減

学校トイレの洋式化率の増

名
称

確かなまなぶ力が育まれ、安心して教育が受けられる学校づくり

詳
細

まちづくりの目標指標

2

95.00

95.00

45.00

45.00

87.00

57.03

1
学校生活に満足している児童生
徒数/全児童生徒数(%)

主管課

児童生徒の学校に対
する満足度

教職員の月平均時間
外勤務時間の減

2022年度目標値
計画策定時

2027年度目標値
指標の説明（単位）

3
コミュニティスクール促進
事業

1

2 小中一貫教育推進事業

教育委員会運営事業

4
小中学校情報教育推進
事業

柱を構成する主要事務事業

教職員の月平均時間外勤務時間
(時間)

実施

小中学校英語教育支援
事業

実施

小中学校業務改善加速
事業

区分

実施

実施

実施

実施



２　指標等の推移と変動要因

2023年度 変動なし。

変
動
要
因
等

2019年度

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

2023年度
育ちあいちのによる相談窓口の一元化、スクールサポートスタッフ、部活動指導員の任用等働き方改革の推進に減少より時間外勤務時間が減少し
た。

変
動
要
因
等

0.00

育ちあいちのによる相談窓口の一元化、スクールサポートスタッフ、部活動指導員の任用等働き方改革の推進に減少より時間外勤務時間が減少し
た。

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

45.00 122.98 100.00 85.22

柱1
教職員の月平均時間外勤務時間の減

57.03 55.34 45.00 38.35

2

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

小中一貫教育を推進する中で、学校、家庭及び地域が一体となったコミュニティスクールを中核とした学校運営に取り組んでいる。今後も茅野市教育
の特色を活かし、子どもたちの発達課題に基づき、共通の授業感に立った学びの推進が必要。
小中一貫による特色ある茅野市教育の推進や、道徳、生徒指導、いじめ撲滅、不登校対応といった心の教育を推進していく中で、児童・生徒の学校
や学級における自己有用感が高まり満足度の向上に繫がっている。

2023年度

柱1
児童生徒の学校に対する満足度

87.00 85.00 86.00 91.00 89.00 89.30

1

施策
学校トイレの洋式化率の増

31.50 36.90 41.00

施策
教職員の月平均時間外勤務時間の減

57.03 55.34 45.00

2

3

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

施策
児童生徒の学校に対する満足度

87.00 85.00 86.00

施策等名称

2021年度 2022年度

指標No. 中間目標値

2020年度体系区分
成果指標名

計画策定時 2018年度 2019年度

0201010103
主管課

体系番号
学校教育の充実

2023年度

87.60

92.211

52.60

105.20

87.60

92.21

変動なし（計画完了）。

45.00 122.98 100.00 85.22 90.11 88.89

88.80 105.20 105.2082.00

52.60

95.00 89.47 90.53 95.79 93.68 94.00

0.00 0.00

永明小学校永明中学校の建替工事を令和3年度から実施予定、その後宮川小学校のリノベーション工事を実施していく。

変動なし。

変動なし。

変動なし。

変動なし。

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

2018年度

2020年度

2021年度

2022年度

学校教育課

小中一貫教育を推進する中で、学校、家庭及び地域が一体となったコミュニティスクールを中核とした学校運営に取り組んでいる。今後も茅野市教育
の特色を活かし、子どもたちの発達課題に基づき、共通の授業感に立った学びの推進が必要。
小中一貫による特色ある茅野市教育の推進や、道徳、生徒指導、いじめ撲滅、不登校対応といった心の教育を推進していく中で、児童・生徒の学校
や学級における自己有用感が高まり満足度の向上に繫がっている。
小中一貫による茅野市教育の推進や、いじめ撲滅、不登校対応、コロナ禍でのカウンセリング対応といった心の教育の推進により、児童・生徒の学校
や学級における自己有用感が高まっている。またＩＣＴ教育や英語活動の充実が満足度の向上に繫がっている。
いじめ撲滅、不登校対応、カウンセリング対応といった心の教育の推進を行ったが、長引くコロナ禍の影響もあり、児童・生徒の学校や学級における
自己有用感は微減となった。しかし、ＩＣＴ教育や英語活動の充実は満足度の向上に繫がっていると考える。
いじめ撲滅、不登校対応、カウンセリング対応といった心の教育の推進していく中で児童・生徒の学校や学級における自己有用感が高まり満足度の
向上に繫がっている。また、ICT教育や英語活動の充実も満足度の向上につながっている。

スクールサポートスタッフの雇用、教職員の意識改革、会議の効率化等を図り減少傾向にあるが、目標達成ためにはさらなる工夫が必要。

育ちあいちのによる相談窓口の一元化、スクールサポートスタッフ、部活動指導員の任用、業務改善委員会による働き方改革の取組みにより時間外
勤務時間が減少した。
育ちあいちのによる相談窓口の一元化、スクールサポートスタッフ、部活動指導員の任用等働き方改革の推進による減少。また、コロナ禍による学校
の臨時休業や会議等の縮小も影響した。

実績値　/　達成率（実績値÷目標値）

91.00 89.00 89.30

38.35 40.55 40.00

95.00 89.47 90.53 95.79 93.68 94.00

36.00

80.00

2023年度
いじめ撲滅、不登校対応、カウンセリング対応といった心の教育を推進していく中で児童・生徒の学校や学級における自己有用感は、昨年度より減少
となったが、一定の満足度を維持している。また、ICT教育や英語活動の充実も満足度の向上につながっている。

変
動
要
因
等

2023年度
育ちあいちのによる相談窓口の一元化、スクールサポートスタッフ、部活動指導員の任用等働き方改革の推進に減少より時間外勤務時間が減少し
た。

変
動
要
因
等

2023年度 変動なし（計画完了）。

変
動
要
因
等

育ちあいちのによる相談窓口の一元化、スクールサポートスタッフ、部活動指導員の任用等働き方改革の推進を図っているが、コロナ対応等が微増
となっった要因であると考える。
育ちあいちのによる相談窓口の一元化、スクールサポートスタッフ、部活動指導員の任用等働き方改革の推進に減少より時間外勤務時間が減少し
た。

第1次小中学校管理計画のトイレ洋式化工事の年次計画に基づき、学校ごとに順次工事を実施したための増。

第1次小中学校管理計画のトイレ洋式化工事の年次計画に基づき、学校ごとに順次工事を実施したための増。

第1次小中学校管理計画のトイレ洋式化工事の年次計画に基づき、学校ごとに順次工事を実施したための増。

第1次小中学校管理計画のトイレ洋式化工事の年次計画に基づき、学校ごとに順次工事を実施したための増。

44.40 52.60

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

50.00 73.80

変
動
要
因
等

柱2

小中一貫による茅野市教育の推進や、いじめ撲滅、不登校対応、コロナ禍でのカウンセリング対応といった心の教育の推進により、児童・生徒の学校
や学級における自己有用感が高まっている。またＩＣＴ教育や英語活動の充実が満足度の向上に繫がっている。
いじめ撲滅、不登校対応、カウンセリング対応といった心の教育の推進を行ったが、長引くコロナ禍の影響もあり、児童・生徒の学校や学級における
自己有用感は微減となった。しかし、ＩＣＴ教育や英語活動の充実は満足度の向上に繫がっていると考える。
いじめ撲滅、不登校対応、カウンセリング対応といった心の教育の推進していく中で児童・生徒の学校や学級における自己有用感が高まり満足度の
向上に繫がっている。また、ICT教育や英語活動の充実も満足度の向上につながっている。

スクールサポートスタッフの雇用、教職員の意識改革、会議の効率化等を図り減少傾向にあるが、目標達成ためにはさらなる工夫が必要。

育ちあいちのによる相談窓口の一元化、スクールサポートスタッフ、部活動指導員の任用、業務改善委員会による働き方改革の取組みにより時間外
勤務時間が減少した。
育ちあいちのによる相談窓口の一元化、スクールサポートスタッフ、部活動指導員の任用等働き方改革の推進による減少。また、コロナ禍による学校
の臨時休業や会議等の縮小も影響した。
育ちあいちのによる相談窓口の一元化、スクールサポートスタッフ、部活動指導員の任用等働き方改革の推進を図っているが、コロナ対応等が微増
となっった要因であると考える。

39.36

87.4790.11 88.89

40.55 40.00

いじめ撲滅、不登校対応、カウンセリング対応といった心の教育を推進していく中で児童・生徒の学校や学級における自己有用感は、昨年度より減少
となったが、一定の満足度を維持している。また、ICT教育や英語活動の充実も満足度の向上につながっている。

建替・リノベーション実施校数の増
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

1



体系番号

所管課

2021年度

2022年度

2023年度 変動なし（計画完了）。

変
動
要
因
等

2 50.00 73.80 82.00 88.80 105.20

2018年度

2019年度

2020年度

第1次小中学校管理計画のトイレ洋式化工事の年次計画に基づき、学校ごとに順次工事を実施したための増。

第1次小中学校管理計画のトイレ洋式化工事の年次計画に基づき、学校ごとに順次工事を実施したための増。

第1次小中学校管理計画のトイレ洋式化工事の年次計画に基づき、学校ごとに順次工事を実施したための増。

第1次小中学校管理計画のトイレ洋式化工事の年次計画に基づき、学校ごとに順次工事を実施したための増。

変動なし（計画完了）。

105.20

中間目標値

柱2
学校トイレの洋式化率の増

31.50 36.90 41.00 44.40

No. 成果指標名
計画策定時 2018年度 2019年度 2020年度

52.60 52.60

実績値　/　達成率（実績値÷目標値）

52.60

105.20

2023年度

学校教育課
0201010103

学校教育の充実施策等名称

2021年度 2022年度



2021年5月28日 2022年5月30日 2023年10月19日

作成担当者
最終評価責任者
最終評価年月日

立石　淳二 立石　淳二 立石　淳二 立石　淳二 立石　淳二

有賀　淳一 有賀　淳一 有賀　淳一 五味　留美子 五味　正

令和元年５月31日 2020年7月10日

重点
事務事業

1

学校を核として、 地域住民
が学校活動の支援や課題
解決に向けた取組を行うコ
ミュニティスクールの充実が
重要となってくる。学校と地
域をつなぐ地域コーディ
ネーターの人材確保と学校
運営委員会の充実を図る必
要がある。施設について
は、令和４年度に後期５か
年の設備等整備計画を作
成予定。

1

改
革
・
改
善

改革・
改善内容

社会で子どもを育ててい
く必要が大きくなってき
ていることから、コミュニ
ティスクールの充実が不
可欠である。

学校を核として、 地域住
民が学校活動の支援や
課題解決に向けた取組
を行うコミュニティスクー
ルの充実が重要となっ
てくる。学校と地域をつ
なぐコーディネーターの
確保が不可欠である。

永明小中の建設につい
ては、令和３度から校舎
建設工事着手を行い、
令和４年度は社会体育
館に着手していくことか
ら、重点事業として事業
を進める。

施
策
の
柱
等
の
重
点
化

理　由

2 2 2

（R4・総括評価共通）施
策の柱1については、各
事務事業の実施により、
児童生徒の満足度の
増、教職員の時間外勤
務の減など成果が表れ
ている。
施策の柱2については、
第1次小中学校管理計
画に基づき順次実施し
ている状況。

（R4・総括評価共通）子ども
を取り巻く環境が複雑化・多
様化している。児童生徒や
その家庭を含めた支援や専
門的な立場からの関わりが
必要なケースが増加してい
るため、「育ちあいちの」を
核とした包括的な支援体制
を充実させていく必要があ
る。
学校規模の検討により、学
校施設の整備方針を作成し
ていく必要がある。

施策の柱１については、各
事務事業の実施により、教
職員の時間外勤務はコロナ
対応を踏まえての微増であ
り、児童生徒の満足度も微
減となったが、ＩＣＴ教育等も
含めた全体の中ではしっか
り成果が表れている。
施策の柱2については、第1
次小中学校管理計画に基
づき順次実施している状
況。

夏の猛暑による熱中症
の予防のため、空調設
備の設置が緊急の課題
となっているため。

永明小中の建設につい
ては、周辺道路と併せて
令和２度に計画を決定
する必要があることか
ら、重点事業として事業
を進める。

永明小中の建設につい
ては、校舎建設、社会体
育館建設に続いてア
リーナ建設、グラウンド
整備等工事予定がある
ため、重点事業として事
業を進める。

学校を核として、地域住民
が学校活動の支援や課題
解決に向けた取組を行うコ
ミュニティスクールの充実が
重要となってくる。また、学
校と地域をつなぐ地域コー
ディネーターの人材確保と
学校運営委員会の充実を
図る必要がある。学校の整
備方針について、行財政改
革の方針に合せ、整備内
容、整備順序を再検討して
いく。

2

1

子どもを取り巻く環境が
複雑化・多様化し、児童
生徒のみならず家庭を
含めた支援、専門的家
の関わりが必要なケー
スが増加している。それ
に伴い教職員の負担も
増加していることから、
育ちあいちのを核とした
包括的な支援体制をよ
り充実させていく必要が
ある。

学校を核として、 地域住
民が学校活動の支援や
課題解決に向けた取組
を行うコミュニティスクー
ルの充実が重要となっ
てくる。学校と地域をつ
なぐ地域コーディネー
ターの人材確保と学校
運営委員会の充実を図
る必要がある。

1 1

永明小中の建設につい
ては、令和３度から工事
着手を行い、事業費が
大きくなることから、重点
事業として事業を進め
る。

2

総
合
評
価

主
な
取
組
内
容
や
成
果

施策の柱１については、
各事務事業の実施によ
り、児童生徒の満足度、
教職員の時間外勤務の
減とも成果が表れてい
る。
施策の柱2については、
第1次小中学校管理計
画に基づき順次実施し
ている状況。

施策の柱１については、
各事務事業の実施によ
り、児童生徒の満足度、
教職員の時間外勤務の
減とも成果が表れてい
る。
施策の柱2については、
第1次小中学校管理計
画に基づき順次実施し
ている状況。

施策の柱１については、
各事務事業の実施によ
り、児童生徒の満足度
の向上、教職員の時間
外勤務の減少ともに成
果が表れている。
施策の柱2については、
第1次小中学校管理計
画に基づき順次実施し
ている状況。

課
題

子どもを取り巻く環境の
変化により、様々な支援
が必要な児童生徒が増
えていて、指標の数字に
表れない部分の対応が
必要になってきている。
それに合わせて教職員
の負担も増えている。

子どもを取り巻く環境が
複雑化・多様化し、児童
生徒のみならず家庭を
含めた支援、専門的家
の関わりが必要なケー
スが増加している。それ
に伴い教職員の負担も
増加していることから、
育ちあいちのを核とした
包括的な支援体制をよ
り充実させていく必要が
ある。

子どもを取り巻く環境が
複雑化・多様化し、児童
生徒のみならず家庭を
含めた支援、専門的家
の関わりが必要なケー
スが増加している。それ
に伴い教職員の負担も
増加していることから、
育ちあいちのを核とした
包括的な支援体制をよ
り充実させていく必要が
ある。

春日　雅彦

五味　正

2024年7月8日

学校教育課

（単位：円）

2018年～2023年（総括）

4,481,059,619 2.86

3,121,723,122 13.45

おおむね順調

施策1：児童生徒の満足度
は微増・微減を繰り返して
いる。コロナ禍で児童生徒
の意識の変化はあったと
思われるが、2018年と同
様の満足度を維持してい
る。教職員の時間外勤務
は徐々に減少し成果が表
れている。
施策の柱2については、第
1次小中学校管理計画に
基づき順次実施している
状況。

2.03

0.49

永明小中学校建替え事
業における校舎建設工
事を行ったため。

1,566,675,788

232,175,788

順調

2022年　（前年度比）

1

永明小中の建設につい
ては、アリーナ建設は不
調となり、工期延期と
なったが、グラウンド整
備等工事があるため、
重点事業として事業を進
める。

子どもを取り巻く環境が複
雑化・多様化している。児童
生徒やその家庭を含めた支
援や専門的な立場からの関
わりが必要なケースが増加
しているため、今後も「育ち
あいちの」を核とした包括的
な支援体制を充実させてい
く必要がある。
学校規模の検討により、学
校施設の整備方針を作成し
ていく必要がある。

おおむね順調 おおむね順調 おおむね順調

0201010103
主管課

体系番号
学校教育の充実

投資額

(2018年
～2023
年(総

括)につ
いては
2023年
の実績
を記載)

永明小中学校建替え事
業について、工事着手
に伴う増。

0.34

0.27274,478,626

1,308,447,705

1,084,606,705

3.31

3.95

439,180,909

294,194,247

771,056,565

476,267,756

学校を核として、地域住民
が学校活動の支援や課題
解決に向けた取組を行うコ
ミュニティスクールの充実が
重要となってくる。また、学
校と地域をつなぐ地域コー
ディネーターの人材確保と
学校運営委員会の充実を
図る必要がある。学校の整
備方針について、行財政改
革の方針に合せ、整備内
容、整備順序を再検討して
いく。

2

施策等名称

３　評価・改革改善

評
　
　
　
　
　
価

項　　目 2018年　（前年度比） 2019年　（前年度比） 2020年　（前年度比） 2021年　（前年度比）

1.76

1.62

小中学校の空調設備設
置工事を行ったための
増。

395,698,652

重点化する
施策の柱

事業費(円)

うち一財(円)

増減理由
（一般財源
前年度比
±10％以
上の場合
に記載）

進捗評価 おおむね順調


